予算要求資料
平成26年度当初予算　支出科目　款:農林水産業費　項：農業費　目：主要農作物対策費　　　
	事業名　麦・大豆等の地産地消推進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　農政部　農産園芸課　米麦大豆係　電話番号：058-272-1111（内2863）

　　　　　　　E-mail： c11423＠pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　2,412千円（前年度予算額：2,412千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	2,412
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,412

	要求額
	2,412
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,412

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
平成23年３月に、ぎふ農業・農村基本計画が策定された。水田の有効活
用を図るため、平成27年の目標達成に向けて、土地利用型作物の生産振
興に取り組む。
（２）事業内容

　　　〇米の生産振興
  　　・「ハツシモ」については、食味ランキングの最上位“特Ａ”獲得栽培条
件の実証ほを設置するほか、食味官能評価を実施する。
・「コシヒカリ」については、生育調整剤による白未熟粒対策、農薬によ
るカメムシ対策の実証ほを設置する。
〇麦の生産振興　
　　　・新品種「さとのそら」の現地適応性を確認するための大規模実証ほを設
置するほか、実需者ニーズに応じた品質を確保するための施肥改善試験
を実施する。

・生産者団体、実需者団体等で組織する岐阜県麦民間流通地方連絡協議会
へ参画し、麦作振興に関する情報を受発信する。
　　　〇大豆の生産振興
　　　・安定生産と作業省力化を図るため、国の研究機関が開発した最新の除草
機の実演等を行う現地検討会を開催する。

（３）県負担・補助率の考え方

　　　作物別の課題の解決につながる新技術の実証展示や導入効果の検証等を継続的に実施するため、県負担は妥当。
（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	453
	業務旅費

	需用費
	    408
	消耗品費、燃料費（現地指導、生育調査）

	役務費
	     81
	郵便料、電話料

	委託料
	  1,470
	米の食味官能試験、麦の品質分析

	合計
	　2,412
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　「ぎふ農業・農村基本計画」
　　　５－２　米・麦・大豆
　　　水田農業の経営安定と生産力を確保するとともに、保全管理など不作付地

に対する麦、大豆への作付転換を促し水田の有効利用を図る。
（２）国・他県の状況
　　　国は「経営所得安定対策」により、販売価格が生産費を恒常的に下回っ

ている作物を対象として、その差額を交付し、農業経営の安定と国内生産
力の確保を図るとともに、麦・大豆等への作付転換を促している。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか

・需要に応じた米の生産対策を実施し、高い評価を受ける米の安定生産を目
指します。
・需要に応じた麦・大豆の安定生産対策を実施し、県内の生産量を増加しま
す。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	ハツシモの１等米比率
	33.4%
(H18～H22の5中3平均)
	50.2%
（H22）
	41.5%
（H23）
	77.5%
（H24）
	55%
（H27）
	204.1％


	コシヒカリの１等米比率
	70.7%
(H18～H22の5中3平均)
	49.8%
（H22）
	67.2%
（H23）
	73.1%
（H24）
	75%
（H27）
	55.8％


	麦の生産量
	8,760t
（H21）
	6,680t
（H22）
	7,500t
（H23）
	9,950t
（H24）
	12,300t
（H27）
	33.6％


	大豆の生産量
	2,370t
（H21）
	4,920t
（H22）
	3,860t
（H23）
	4,360t
（H24）
	5,800t
（H27）
	58.0％



（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　米：生産性向上、品質向上のための現地実証ほを設置（19カ所）。
　麦：実需者を交えた岐阜県麦民間流通地方連絡協議会に参画。

　　　　（第1回 9月6日　第２回　1月下旬（予定））

　　　　栽培適応性、品質改善のための現地実証ほを設置（54カ所）。
　　　　品質分析(79点)、製麺適性分析(2点)を実施。

大豆：東海農政局とともに「東海大豆現地検討会」を開催し、ディスク式
中耕除草機の展示・紹介を行った。（H25.8開催）


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
　米：高品質米生産のために必要な施肥量と農薬データの収集した 
　麦：各地域の麦の品質把握と品質向上に効果がある施肥法を確立した。
大豆：紹介したディスク式中耕除草機の導入機運が高まった。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	○米：消費量の減少、地球温暖化による品質低下など米を取り巻く環境は厳しさを増しており、需要に即した米の生産を進める必要がある。
○麦・大豆：米の消費量が減少する中、水田の有効利用を図るため、転作作物として推進する必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	・１等米比率はハツシモについては33.4%から77.5%(H24)に、コシヒカリについては70.7%から73.1%に向上している。
・麦生産量は8,760tから9,950t(H24)、大豆生産量は2,370tから4,360tへ増加している。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

　 ○
	・米は２大銘柄である「ハツシモ」、「コシヒカリ」に対象をしぼり実証している。

・農業技術センター、東海農政局と連携し、技術普及を行った。



（今後の課題）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

○　米：食味の向上（ハツシモ）と外観品質の改善（コシヒカリ）。
○　麦：収量、品質の安定化、品種切替に向けた栽培方法の確立。
○大豆：さらなる生産の安定と生産拡大。


（次年度の方向性）
	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

○　米：食味ランキング「特Ａ」の取得に向けた栽培実証
○　麦：実需者ニーズに即した麦の高品質化と生産拡大。
○大豆：新技術普及による大豆生産の安定と生産拡大。


